
平成 16年 3月期 個別財務諸表の概要    

上   場   会   社   名       いす 自ゞ動車（株） 平成 16年 5月 20日

コード番号       7202 上場取引所  東京証券取引所

(URL  http://www.isuzu.co.jp/investor/index.htmｌ) 本社所在都道府県     東京都

代   表   者          取締役社長                   井田 義則

問合せ先 責任者  総務人事部 ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ  土屋 良文
決算取締役会開催日　　平成 16年 5月 20日 TEL (03) 5471 - 1141
定時株主総会開催日　　平成 16年 6月 29日 中間配当制度の有無　　有

単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 16年  3月期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）
(1)経営成績         （百万円未満切り捨て）

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年  3月期 890,336 17.1 66,995 410.3 57,561 1,079.4

15年  3月期 760,608 △ 0.2 13,128 62.4 4,880 129.8

  当 期 純 利 益 １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総  資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

16年  3月期 38,857 - 51.28 14.83 33.1 7.5 6.5

15年  3月期 △ 189,447 - △ 172.08 - △ 156.7 0.6 0.6
(注)①期中平均株式数     普通株式：16年  3月期  757,739,565 株　　　15年  3月期  1,100,948,315 株

           （優先株式の内訳については別紙をご参照下さい。）
     ②会計処理の方法の変更　　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
１株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本
中間 期末 (年間) 配当率

円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

16年  3月期 0.00 0.00 0.00 - - -

15年  3月期 0.00 0.00 0.00 - - -

(3)財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年  3月期 808,674 151,722 18.8 58.94

15年  3月期 717,601 82,743 11.5 △ 23.07

(注)①期末発行済株式数   普通株式数：16年  3月期  877,577,040 株　15年  3月期  748,127,138 株

          （自己株式控除後の株式数です。なお、優先株式の内訳については別紙をご参照下さい。）

 　 ②期末自己株式数　 16年  3月期    528,708 株　15年  3月期    399,773 株

２. 17年  3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

通　　期 770,000 45,000 40,000 0.00 0.00 0.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 45円58銭

なお、業績予想につきましては、現在入手可能な情報に基づき算出しており、主要市場における需給動向、為替などの重要な要素の
変動により、実際の業績と大きく異なる可能性があります。



別紙
「期中平均株式数」

 平成１６年３月期  平成１５年３月期
株 株

普通株式 757,739,565 1,100,948,315

優先株式
Ⅰ種優先株式 37,500,000 12,500,000

Ⅱ種優先株式 37,500,000 12,500,000

Ⅲ種優先株式 25,000,000 8,333,333

Ⅳ種優先株式 25,000,000 8,333,333

「期末発行済株式数」

 平成１６年３月期  平成１５年３月期
株 株

普通株式（自己株式控除後） 877,577,040 748,127,138

優先株式
Ⅰ種優先株式 37,500,000 37,500,000

Ⅱ種優先株式 37,500,000 37,500,000

Ⅲ種優先株式 25,000,000 25,000,000

Ⅳ種優先株式 25,000,000 25,000,000

（注）当期の新株予約権の行使による発行済株式総数の増加内容は以下のとおりであります。

（ 株 式 種 類 ） （ 発 行 株 式 数 ） （ 資 本 組 入 額 ）
 新株予約権の行使
   （平成16年 １月21日） 普通株式 4,909,180 株 500,736,360 円

   （平成16年 ２月 ６日） 普通株式 4,909,180 株 500,736,360 円

   （平成16年 ２月25日） 普通株式 43,549,265 株 4,006,532,380 円

   （平成16年 ３月 ４日） 普通株式 21,774,632 株 2,003,266,144 円

   （平成16年 ３月 ９日） 普通株式 16,330,974 株 1,502,449,608 円

   （平成16年 ３月19日） 普通株式 38,105,606 株 3,505,715,752 円

合               計 普通株式 129,578,837 株 12,019,436,604 円

「１． 1６年 ３月期の業績」指標算式

 １株当たり当期純利益

 潜在株式調整後1株当たり当期純利益

 １株当たり株主資本

「２． 1７年 3月期の業績予想」指標算式

 １株当たり予想当期純利益（通期）

（注）「転換請求可能期間未到来の転換株式」には上記Ⅰ種～Ⅳ種までの優先株式が該当します。
        また、これらの株式の転換仮定方式による増加株数は、期首に転換されたと仮定して算定しております。

予想当期純利益
期末発行済普通株式数－期末の普通株式の自己株式数

当期純利益
普通株式の期中平均発行済株式数－普通株式の期中平均自己株式数

当期末資本の部合計－当期末発行済優先株式数×発行価額    
期末発行済普通株式数－期末の普通株式の自己株式数

当期純利益
普通株式の期中平均発行済株式数 + 「転換請求可能期間未到来の転換株式」の転換仮定
方式による普通株式増加数 + 新株予約権付社債の転換仮定方式による普通株式増加数

－　普通株式の期中平均自己株式数



１．損益計算書
（単位：百万円）

科    目 当     期 前     期 増   減
（15／4～16／3） （14／4～15／3）  

890,336 760,608 129,728

730,395 656,576 73,819

159,941 104,032 55,908

92,945 90,904 2,041

66,995 13,128 53,867

2,806 4,416 △ 1,609

2,106 2,875 △ 768

699 1,540 △ 841

12,240 12,663 △ 423

7,021 8,621 △ 1,600

            その他の営業外費用 5,218 4,041 1,177

57,561 4,880 52,680

6,758 18,566 △ 11,808

            固 定 資 産 売 却 益 71 - 71

            投 資 有 価 証 券 売 却 益 6,400 4,102 2,298

            退職給付費用会計基準変更時差異 - 13,437 △ 13,437

            そ の 他 の 特 別 利 益 286 1,026 △ 740

32,098 170,413 △ 138,315

            固 定 資 産 処 分 損 7,819 2,999 4,820

            非連結子会社等投資・債権評価損 16,714 61,908 △ 45,193

            投資有価証券評価損 - 4,942 △ 4,942

            事業構造改善損失 - 12,198 △ 12,198

            特別退職金 - 21,708 △ 21,708

            特別退職金 - 64,629 △ 64,629

            そ の 他 の 特 別 損 失 7,563 2,027 5,536

32,221 △ 146,966 179,187

法人税、住民税及び事業税 2,374 2,460 △ 86

△ 9,011 40,020 △ 49,031

         当  期   純  損  失 38,857 △ 189,447 228,304

120,504 153,451 △ 32,947

- 9,644 △ 9,644

- 24,846 △ 24,846

- 89,829 △ 89,829

△ 1,306 246 △ 1,553

82,953 218,332 △ 135,378
（注）金額は表示単位未満を切り捨てて表示している。

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 損 失

再評価差額金取崩額

当 期 未 処 理 損 失

利 益 準 備 金 取 崩 額

資 本 準 備 金 取 崩 額

減資による繰越損失填補額

そ の 他 の 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

関係会社等投資・債権評価損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

事 業 構 造 改 善 損 失

特 別 退 職 金

北 米 関 係 会 社 整 理 損 失

厚 生 年 金 基 金 代 行 返 上 益

そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他 の 営 業 外 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 営 業 外 収 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費
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２．貸借対照表
（単位：百万円）

科        目 当    期 前     期 増     減
（平成16年3月31日） （平成15年3月31日）

（ 資 産 の 部 ）
311,117 227,719 83,397

69,891 18,608 51,283

402 210 192

126,460 116,499 9,960

39,153 32,358 6,795

9,319 8,596 723

4,572 4,224 347

4,266 4,316 △ 49

1,861 1,754 106

1,811 2,217 △ 406

26,158 15,676 10,482

19,259 7,533 11,726

51 40 11

5,929 9,507 △ 3,578

5,252 8,376 △ 3,123

△ 3,275 △ 2,202 △ 1,073

497,557 489,881 7,675

322,647 333,611 △ 10,964

47,456 52,408 △ 4,952

9,259 10,552 △ 1,292

41,228 48,132 △ 6,903

387 502 △ 114

9,400 9,481 △ 81

207,479 208,855 △ 1,376

7,434 3,678 3,756

2,253 2,157 95

8 10 △ 1

2,179 2,080 99

64 66 △ 1

172,656 154,112 18,544

26,466 21,935 4,530

89,513 81,384 8,129

162 323 △ 160

14,221 14,684 △ 462

132 200 △ 67

96 175 △ 79

61,045 65,616 △ 4,571

47 85 △ 38

- 600 △ 600

16,980 13,866 3,114

△ 32,166 △ 35,414 3,247

△ 3,842 △ 9,342 5,499

808,674 717,601 91,072

（注）金額は表示単位未満を切り捨てて表示している。

電気 ･瓦斯供給施設利用権

製 品

原 材 料

建 物

構 築 物

前 渡 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

仕 掛 品

貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

従業員に対する短期貸付金

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

無 形 固 定 資 産

機 械 及 び 装 置

車両及びその他の陸上運搬具

工 具 ･ 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

従業員に対する長期貸付金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投 資 評 価 引 当 金

資 産 合 計
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（単位：百万円）

科        目 当    期 前     期 増     減
（平成16年3月31日） （平成15年3月31日）

（ 負 債 の 部 ）
403,123 372,582 30,540

41,479 34,833 6,646

134,903 122,528 12,375

55,494 68,273 △ 12,779

69,833 58,244 11,589

1,800 - 1,800

15,000 15,500 △ 500

21,318 24,363 △ 3,044

1,227 26 1,200

31,862 26,805 5,056

8,228 3,245 4,983

5,301 4,096 1,205

95 111 △ 16

3,910 3,261 648

5,134 3,270 1,863

137 221 △ 84

7,396 7,756 △ 359

- 44 △ 44

253,828 262,275 △ 8,447

- 15,000 △ 15,000

6,000 - 6,000

150,927 153,105 △ 2,177

33,851 34,784 △ 933

2,468 - 2,468

57,167 56,296 871

706 647 58

2,706 2,441 265

656,951 634,858 22,093

（ 資 本 の 部 ）
67,564 55,545 12,019

66,935 131,324 △ 64,388

66,935 77,537 △ 10,601

- 53,786 △ 53,786

△ 75,277 △ 189,197 113,920

4 10 △ 6

7,671 7,801 △ 129

- 21,321 △ 21,321

82,953 218,332 △ 135,378

85,751 84,444 1,306

6,792 646 6,146

△ 44 △ 19 △ 24

151,722 82,743 68,979

808,674 717,601 91,072

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

利 益 剰 余 金

特 別 償 却 準 備 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

別 途 積 立 金

流 動 負 債

固 定 負 債

当 期 未 処 理 損 失

関 係 会 社 預 り 保 証 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

負 債 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債

預 り 保 証 金

繰 延 税 金 負 債

支 払 手 形

一 年 以 内 償 還 の 社 債

未 払 金

未 払 法 人 税 等

買 掛 金

短 期 借 入 金

一年以内返済予定の長期借入金

コマ ー シ ャル ・ペ ー パ ー

未 払 費 用

前 受 金

預 り 金

前 受 収 益

そ の 他 流 動 負 債

社 債

長 期 借 入 金

製 品 保 証 引 当 金

賞 与 引 当 金

建 設 関 係 支 払 手 形

従 業 員 預 り 金

新 株 予 約 権 付 社 債
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１．有価証券の評価基準及び評価方法

     （１）子会社株式及び関連会社株式・・・ 移動平均法による原価法（一部について評価減を行っている。）

     （２）その他有価証券   

             時価のあるもの ・・・期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

                                 売却原価は移動平均法により算定している。）

             時価のないもの ・・・移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価の方法

       時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

       製品、原材料、仕掛品、貯蔵品

             総平均法による原価法（一部について評価減を行っている。）

４．固定資産の減価償却の方法

     （１）有形固定資産 

             定額法（なお、取得価格が１０万円以上２０万円未満の資産については、３年間で均等償却している。）

     （２）無形固定資産 

             自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法。それ以外の無形

             固定資産については、定額法。

５．引当金の計上基準

       貸倒引当金 ・ ・ ・ ・ 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

                             貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

                             計上している。

       投資評価引当金・ ・ ・ 当社が投資している関係会社等の株式の価値の減少による損失に備えるための引当で、

                             投資先の資産内容等を考慮して計上している。

       賞与引当金 ・ ・ ・ ・ 従業員賞与の支給に充てるための引当で、当期に負担すべき支給見込額を計上している。

       製品保証引当金・ ・ ・ 製品のアフターサービスに対する費用の支出に充てるための引当で、保証書の約定に従

                             い、過去の実績を基礎にして計上している。

       退職給付引当金・ ・ ・ 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込み額

                             に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上している。

                             過去勤務債務は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１年）による

                             定額法により費用処理している。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

                             従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額を

                             それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしている。

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

       外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。

７．リース取引の処理方法

       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

       借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

８．ヘッジ会計の方法

       為替予約及び通貨オプション ・ ・ ・ 振当処理（要件を満たしていないものを除く） 

             金利スワップ       金利スワップ ・ ・ ・ ・ 繰延処理または金融商品に係る会計基準に定める特例処理

９．新株予約権付社債の処理方法

       代用払込みの請求があったとみなす新株予約権付社債のうち、転換社債と経済的実質が同一と考えられるもの

                   ・ ・ ・ ・ 一括法

10．その他財務諸表作成のための重要な事項

       消費税等（消費税及び地方消費税をいう。）の会計処理は税抜方式によっている。 

財務諸表作成のための基本となる重要な事項
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(損益計算書関係)

  １．子会社との取引高

     売   上   高         368,296百万円

     仕   入   高          64,221百万円

     営業取引以外の取引高    1,623百万円

  ２．１株当たり当期純利益       51円28銭 （期中の平均発行済み株式数から

                自己株式を控除して算出している。）

(貸借対照表関係)

  １．子会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 90,076 百万円

長期金銭債権 52,239 百万円

短期金銭債務 33,155 百万円

長期金銭債務 2,614 百万円

  ２．有形固定資産の減価償却累計額 479,489 百万円

  ３．貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定資産として

      自動車製造用設備、金型の一部及びコンピュータがある。

  ４．担保に供している資産

建物 33,890 百万円

構築物 7,622 百万円

機械・装置 38,651 百万円

土地 183,991 百万円

投資有価証券・関連会社株式・子会社株式 29,496 百万円

  ５．保証債務残高 15,124 百万円

      保証類似行為残高 5,351 百万円

      輸出手形割引高 6,426 百万円

  ６．商法施行規則第124条第３号に規定する、資産に時価を付したことにより増加した純資産額

6,792 百万円

  ７．資本の欠損の額 75,321 百万円

  ８．土地の再評価に関する法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末の時価の合計額と当該

      事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額は、48,132百万円である。

  ９．事業用土地の再評価

「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年3月31日公布法律第24号）に基づき、

事業用土地の再評価を行っている。この評価差額のうち、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価

に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として

資本の部に計上している。

再評価を行った年月日 平成12年3月31日

同法律第3条第3項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布

政令第119号）第2条第4号に定める地価税法第16条に規定

する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算

定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定

した価額に、時点修正による補正等合理的な調整を行って

算定している。ただし、一部土地については鑑定評価によ

っている。

注記事項
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位:百万円）
当   期 前   期 前 期 比

繰延税金資産（流動資産） 平成16年3月31日 平成15年3月31日
   貸倒引当金損金算入限度超過額 5,184 6,008 △ 823
   賞与引当金損金算入限度超過額 2,053 1,197 856
   未払費用見積計上否認 2,796 2,044 751
   たな卸資産評価減否認 927 730 196
   その他 5,314 1,040 4,273
   繰越欠損金 11,451 18,544 △ 7,092
   評価性引当金 △ 1,569 △ 8,771 7,202
繰延税金資産（流動資産）合計 26,158 20,793 5,364

繰延税金負債（流動負債）
   固定資産圧縮積立金 － △ 5,114 5,114
   特別償却準備金 － △ 2 2
繰延税金負債（流動負債）合計 － △ 5,117 5,117
繰延税金資産（流動資産）の純額 26,158 15,676 10,482

繰延税金資産（固定資産）
   退職給付引当金損金算入限度超過額 12,191 11,552 638
   投資評価減否認 73,948 74,261 △ 313
   その他 31,314 33,711 △ 2,396
   繰越欠損金 1,174 15,344 △ 14,170
   繰越外国税額控除 6,400 5,252 1,147
   評価性引当金 △ 125,029 △ 139,523 14,494
繰延税金資産（固定資産）合計 － 600 △ 600

繰延税金負債（固定負債）
   その他有価証券評価差額金 2,468 － 2,468
繰延税金負債（固定負債）合計 2,468 － 2,468
繰延税金資産（固定資産）の純額 － 600 △ 600

繰延税金負債（固定負債）の純額 2,468 － 2,468

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

当   期
平成16年3月31日

   法定実効税率 40.0 ％
  （調整）
     土地再評価差額金の取崩 △ 2.7 〃
     評価性引当金の増減等 △ 65.7 〃
     臨時特例企業税 3.8 〃
     外国源泉税 3.6 〃
     その他 0.4 〃
   税効果会計適用後の法人税等の負担率 △ 20.6 〃

（注）前期は、税引前当期純損失を計上していたため、内訳を記載していない。

税効果会計関係
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   （単位：百万円）

当        期 前        期 増        減
（15／4～16／3） （14／4～15／3）  

  （当期未処理損失の処理）

Ⅰ 当期未処理損失 82,953 218,332 △ 135,378

Ⅱ 損失処理額

 １．任意積立金取崩額

  固定資産圧縮積立金取崩額 7,671 129 7,541

  特別償却準備金取崩額 4 6 △ 2

  別途積立金取崩額 － 21,321 △ 21,321

 ２．資本準備金取崩額 － 22,582 △ 22,582

 ３．その他資本剰余金からの振替額 － 53,786 △ 53,786

Ⅲ 次期繰越損失 75,277 120,504 △ 45,227

  （その他資本剰余金の処分）

Ⅰ その他資本剰余金 － 53,786 △ 53,786

Ⅱ その他資本剰余金処分額

 １．利益剰余金への振替額 － 53,786 △ 53,786

Ⅲ その他資本剰余金次期繰越額 － － －

（注）金額は表示単位未満を切り捨てて表示している。

損失処理案
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リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額及び期末残高相当額
（単位：百万円）

当        期 前        期
（15／4～16／3） （14／4～15／3）

①取得価額相当額

機械及び装置 18,065 21,939

工具・器具・備品 12,704 13,252

その他 1,783 2,582

  合      計 32,553 37,774

②減価償却累計額相当額

機械及び装置 9,610 10,981

工具・器具・備品 6,674 6,790

その他 1,345 1,497

  合      計 17,630 19,268

③期末残高相当額

機 械  及 び  装 置 8,454 10,958

工 具・器 具・備 品 6,029 6,462

そ      の      他 438 1,084

     合      計 14,923 18,505

（２）未経過リース料期末残高相当額

当        期 前        期
（15／4～16／3） （14／4～15／3）

   １  年  以  内 4,704 6,047

  １    年    超 10,960 13,389

    合      計 15,664 19,436

（３）支払リース料及び減価償却費相当額

当        期 前        期
（15／4～16／3） （14／4～15／3）

 支払リース料 6,412 6,848

減価償却費相当額 5,653 5,923

支払利息相当額 709 885

（４）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（５） 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分
方法については利息法によっている。

リース取引関係
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子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの    （単位：百万円）

当    期  （平成16年3月31日現在）
種        類 貸借対照表計上額 時     価 差     額

関 連 会 社 株 式 1,198 6,260 5,062

有価証券関係
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（１）販売台数
当       期        前       期 前  期  比
（15／4～16／3）      （14／4～15／3） 増     減
国内 輸出 合計 国内 輸出 合計 国内 輸出 合計

大  型、中  型 台 台 台 台 台 台 台 台 台
トラック ・ バス 31,113 22,054 53,167 19,836 17,566 37,402 11,277 4,488 15,765

小型トラック・バス 70,325 109,652 179,977 39,887 155,575 195,462 30,438 △ 45,923 △ 15,485

合          計 101,438 131,706 233,144 59,723 173,141 232,864 41,715 △ 41,435 280

（２）部門別売上高
      （記載金額は百万円未満を切捨てて表示している。）

当       期        前       期 前  期  比
（15／4～16／3）      （14／4～15／3） 増     減
国内 輸出 合計 国内 輸出 合計 国内 輸出 合計

大  型、中  型 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
トラック ・ バス 186,147 81,951 268,098 123,892 63,085 186,978 62,255 18,865 81,120

小型トラック・バス 155,553 136,336 291,890 87,347 183,470 270,818 68,206 △ 47,134 21,071

計 341,701 218,287 559,988 211,240 246,556 457,796 130,461 △ 28,268 102,192
海外生産用部品 - 37,309 37,309 - 44,872 44,872 - △ 7,562 △ 7,562
ｴﾝｼﾞﾝ・ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ
   ・部品等 124,942 168,096 293,038 96,526 161,413 257,939 28,415 6,682 35,098

計 466,643 423,693 890,336 307,766 452,842 760,608 158,877 △ 29,149 129,728

販売実績
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役員の異動

1) 代表者の異動

該当事項なし

2) その他役員の異動

① 新任監査役候補者
つちだ     すすむ  
土 田     進  ［現 （株）共同債権買取機構  清算人］

② 退任予定監査役
いぬい     ただし

監査役 乾        忠
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